
「中小企業等経営強化法」をご存じですか？
～貴社も本制度を活用して本業（建設業経営）の強化に努めませんか～

※建設業では約5万件が、同法に基づく「経営力向上計画」の認定を受けています！（令和7年4月30日現在）
※一般財団法人建設業振興基金は、「中小企業等経営強化法」に基づく「事業分野別経営力向上推進機関」です。

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/

(一財)建設業振興基金
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中小企業等経営強化法による支援内容
国土交通省では、本法律に基づき、建設業について生産性向上の方法等を示した事業分野別指針（次ページ参

照）を策定しております。本指針に基づき経営力向上計画を策定し認定を受けると、税制面・金融面等での支援
が受けられます！

税制措置
認定計画に基づき取得した一定の設備や不動産について、法人税や不動産取得税の特例措置を受けることがで
きます

金融支援
政策金融機関の融資、民間金融機関の融資に対する信用保証、債務保証等の資金調達に関する支援を受けるこ
とができます。

法的支援
建設業法上の許認可の承継の特例、組合の発起人数に関する特例、事業譲渡の際の免責的債務引受に関する特
例措置を受けることが できます。

詳しくは手引きをご覧ください。 ⇒ 「経営力向上計画策定の手引き」https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/pdf/tebiki_keieiryoku.pdf
「支援措置活用の手引き」 https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/pdf/tebiki_zeiseikinyu.pdf

〈申請の流れ〉

経営力向上計画の策定※1 経営力向上計画の認定申請※2 国土交通省の認定
・税制優遇 ・金融支援
・法的支援

※１策定にあたっては、経営革新等支援機関（商工会議所、地域金融機関、税理士、中小企業診断士等）がサポートする
制度があります。
⇒ http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kakushin/nintei/
また、「建設業の事業分野別指針」に沿った計画を策定する必要があります。
⇒ https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/kihonhoushin/shishinbunya12.pdf

※２建設業分野の申請窓口は各地方整備局、北海道開発局、沖縄総合事務局となります。
⇒ http://www.mlit.go.jp/common/001148961.pdf

経営革新等支援機関※1
商工会議所、地域金融機関、
税理士、中小企業診断士等

策定をサポート

メリット〈3種類の支援措置〉

※国交省・中小企業庁資料を基に本財団で作成



3

建設業の事業分野指針／実施事項
経営力向上計画については国土交通省で定められている建設業の事業分野指針／実施事項に基づいて策定する

必要があり、事業規模別に取り組み項目数が異なります。

小規模事業者（20人以下）

1～4から１項目以上
※ 上記に加え5～6のうち1項目以上に取り組
むことを推奨

中規模事業者（21～500人以下）

1～4から2項目以上
5～6から1項目以上

中堅模事業者（501～2,000人以下）

1～4から1項目以上
5～6から2項目以上

※国交省・中小企業庁資料を基に本財団で作成

建設業の事業分野指針／実施事項（R7年4月時点）

自社の強みを直接支える項目 持続的な成長に向けた長期的な取り組み

1.人に関する事項

（イ）教育訓練の充実（教育訓練施設等の活用 等）

（ロ）生産性向上に向けた多能工の育成・活用
（ハ）従業員の処遇改善（月給制導入、週休２日の確保 等）

2.財務管理に関する事項

（イ）原価管理の高度化（年度事業計画・中長期事業計画の策定 等）

（ロ）社内業務の効率化（ICT機器活用 等）

3.営業活動に関する事項

（イ）年間受注計画の策定（発注情報の適時収集 等）

（ロ）適正な利潤を確保した受注（人材の効率的活用 等）

（ハ）経営資源の組合せ（現保有＋譲渡資産の一体活用）

4.生産性向上に関する事項

（イ）i-Constructionの推進（ICT施工の実施等）

（ロ）ＮＥＴＩＳをはじめとした新技術・新工法等の導入
（ハ）生産性向上に資する取組の導入

5.中長期的な人材確保・事業継続に向けた取組

（イ）中長期的な人材の確保・育成（計画的な新卒採用 等）

（ロ）人事評価体系整備や管理システム投資等
（建設キャリアアップシステムの活用、能力評価制度の活用）

（ハ）女性や高齢者の活躍推進
（産休・育休制度の導入等柔軟な働き方ができる環境の整備）

（ニ）事業の円滑な承継に向けた取組
（経営後継者の育成等の事業承継に向けた環境整備 等）

6.建設企業のイメージ向上につながる取組

（イ）社会・地域に向けたPR活動（地域イベントへの参画等）

（ロ）環境負荷軽減に配慮した事業の展開
（ハ）防災・減災等社会・地域の持続的発展に対する

有償・無償の貢献
（自治体との防災協定の締結、ＢＣＰ（事業継続計画）の策定

による災害対応力の確保 等）

↓↓詳細は下記をご確認ください。↓↓

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/kihonhoushin/shishinbunya12.pdf
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認定企業の事例
●有限会社丸重清川

【会社概要】
設立：昭和61年1月
本社所在地：北海道勇払郡むかわ町穂別平丘64番地11
主たる事業：土木工事業
従業員数：30名
資本金：20,000千円

○新入社員を含む若手社員に対し、車両系建設機械技能講習・建設機械施工技士等の資格取得支援を行う。
○操作性に優れた新型バックホウを導入するに当たり、中小企業等経営強化法に基づく税制措置

（法人税の即時償却）や、民間金融機関からの融資に対する信用保証も含め、多岐にわたり活用する。
○上記重機の導入で現場作業の効率を上げることにより、土木工事現場の生産性向上を図るとともに、

燃費性能や排ガスに配慮し、環境の負荷軽減につなげていく。
○クラウドを利用した原価管理のソフト導入により、原価業務の迅速化・正確性に取り組み、社内業務の効率

化、高度化を図りながら、事業の実施体制を整える。

〈経営力向上計画で取り組む内容＆支援内容〉

当社は、地域に根付いた地元建設業者として、道路改良・河川護岸・農業基盤整備等の土木工事の実績を重ね、
安定的に受注を確保しています。しかしながら、当地域においても建設労働者の減少に伴い、労働力の確保が
難しい状況にあります。今後とも、経営の諸課題を乗り越えるため、経営力向上計画に沿って、新型の重機導
入等による生産性の向上に取り組み、着実に成果を上げていく方針です。

〈経営者からのコメント〉
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認定企業の事例
●恵比寿機工株式会社

○土木施工管理技士等の資格取得支援を行う。
○従業員の処遇改善として、供手当の新設。１８歳までの子供一人当たり月１万円の固定手当の支給。
○中小企業等経営強化法に基づく中小企業経営強化税制（設備購入時の即時償却）を活用し、

高性能の杭打機を購入。時間当たりの生産性を向上。
○計画的な新卒採用の継続に向け、募集エリアを関東以外にも拡大するとともに、家賃補助を行い新卒者の

就職を容易にする。

〈経営力向上計画で取り組む内容＆支援内容〉

当社は、建設基礎工事業の中で、低空頭、狭隘地、鉄道軌道等の限定された施工条件下での杭打ちや障害除去、
既存杭の引き抜きを主に行っています。 お客様の厳しい要望に応えるためにも、経営力向上計画に積極的に取
り組み、インフラ整備の向上に貢献できればと思います。

〈経営者からのコメント〉

【会社概要】
設立：昭和44年6月
本社所在地：神奈川県横浜市旭区上白根町1107番地7
主たる事業：土木工事業
従業員数：63名
資本金額：15,000千円
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固定資産税の特例措置について

～「中小企業等経営強化法」に基づく固定資産税の特例制度があります。～
（令和7年4月現在）

► 本支援制度は、自治体の判断により固定資産税の特例（軽減措置）を受けることが
できるものです。

► 別途、認定された「先端設備等導入計画」※が必要となります。
※雇用者給与等支給額を1.5％以上とする賃上げ方針を従業員に表明し、当該賃上げ方針を計画内に位置付ける必要があります。

詳細は下記中小企業庁HPをご確認下さい。

► 適用期間：令和７年４月１日 ～ 令和９年３月３１日まで

► 設備投資を検討されている方は、こちらの税制措置の活用もご検討ください。

詳細は下記HPをご確認ください。
中小企業庁HP：https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/seisansei/index.html 

※国交省・中小企業庁資料を基に本財団で作成
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制度の詳細等

～ 制度の詳細については以下のWEBサイトが参考となります。 ～

● 中小企業庁 経営サポート「経営強化法による支援」
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/index.html

● 建設業の事業分野別指針
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/kihonhoushin/shishinbunya12.pdf

● 建設業分野の経営力向上計画に係る認定申請書の記載例
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/ninteisinseisyo/kisairei/03kensetu.pdf

● 中小企業等経営強化法に基づく「事業分野別経営力向上推進機関」の認定の更新について
※本財団が建設業の経営力向上推進機関の認定の更新を受けたことが記載されています

https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kens
etsugyo_const_tk2_000001_00023.html

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/index.html
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/kihonhoushin/shishinbunya12.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/ninteisinseisyo/kisairei/03kensetu.pdf
https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugyo_const_tk2_000001_00023.html
https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugyo_const_tk2_000001_00023.html
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